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比 1230万トンの減産となろう。減産は夏作で 800万トン，春作で 430万トンとみられ
る。品目別推定計数は次の通り。
一（ 4 ）一 -182-
インド (1～3月）
（単位万トン） 米 小麦雑穀豆類
1965/66 3,230 1,110 2,200 1,070 7,610 
1964/65 3,870 1,210 2,320 1,440 8,840 
なお， 1961/62年度以降 1963/64年度までの各年の生産高は 8103万トン， 7845万ト































イ ン ド C1～3月）
外相 Swaran Singh （留任）
鉄道相 S. K. Patil C " ) 
国防相 Y. B. Chavan （グ）
運輸，民間航空相 N. Sanjiva Reddy （前鉄鋼，鉱業〕
食料，農業，地域開発相 C. Subramaniam （前食料，農業〉
蔵相 Sachindra Chaudhari （留任）
国会，通信村I Satya Narayan Sinha （グ〉
教育相 M. C. Chagla C " ) 
工業相 D. Sanjivayya （前労働）
計画1相 Asoka Mehta （新任）
商業相 Manubhai Shah （前閣外商業）
法相 G. S. Pathak （新任）





































































































（別表〉 予算収支概要 （単位 100万ノレピー〉
1965/66当初J 1965/66改訂 1966/67 （増減税提案分）
1. 経常予算
収入 23,458.7 24,695.1 26,171.2 C + 1,015.1) 
関 税 4,195.0 5,312.0 5,600.0 （＋ 5.2) 
物 ロn 税 8,191.9 8,613.5 9,697.0 C + 422. 7) 
$ 人 税 3,716.0 3,300.0 3,400.0 C + 360.7) 
J_if i号 税 2,915.0 2,600.0 2,700.0 C + 244.5) 
本日 討も 税 74.0 70.0 74.0 （＋ 7.0) 
富 裕 税 135.0 140.0 140.0 
ァメ＋」、 出 1弛 15.5 7.5 7.5 6.0) 
そ 。〉 他 5,500.7 5,953.4 5,928.3 12.1) 
控除：州へ支払
所 千号 税 ーし212.7 -1,233.4 -1,304.5 
相 続 税 71.7 67.9 71.1 C - 6.9) 
支 出 五十 21,164.8 21,874.2 24,074.1 
国 防 7,487.4 7,690.6 7,976.7 
-187- 一（ 9 ) 
インド C1～3月）
国債 費 3,561.1 3,726.1 4,148.3 
社会・開発 1 , 846 . 6 1 , 777 . 3 1 , 955 . 7 
州への贈与 3 , :cm . 1 3, 349 . s 3, 963 . o 
州への物品税繰入 1,408.4 1,459.2 2,127.5 
行政賞’ リn. 6 922 . 1 1 , 100 . s 
徴税費 2ss . s 296 . 4 308 .4 
そ の 他 2,:387 .8 2,65:3 .0 2,493. 7 
過（十）不足（一） 十一2,29：｛.り 十2,820.9 十2,097.1 C 1-1,015.1) 
2. 資本予算
1965/66 1965/66改訂 19(i6/(-i7 （別減税提案分）
収 入 dJ 2l,662.i 21,628.6 21,_(10日.0 （十！W.:Q
経常予算剰余 2,29:L9 2,820.9 2,097.1 (+l,015.1) 
内凶｛責 2,700.0 3,:399 .4 2,827.9 
外偵・ 5,888 . 6 5, 369 . 0 4,598 . 5 
PL 480借款 800.0 800.0 :{,250.0 
州より返済 2,736.9 2,816.4 2,880.0 
少額貯蓄 1,350.0 1,349.0 1,350.0 
年金預金 650.0 454.0 444.0 (- 93.9) 
PL 480預金 1,910.0 1,500.0 -1,190.0 
特別開発基金 1,431.6 1,097.4 3,491.2 
その 他 1, 901 .4 2 , 022 . 5 1 , 856 . 3 
支出 計 21,633.0 23,278.6 2?,'7_7§ .O_ 
民生 3,597.3 3,723.7 3,019.3 
凶 ｜リj 1,:mo.s 1,193.3 1,206.0 
鉄 道 2,400.0 2,398.9 1,806.0 
郵便通信 328.3 299.9 242.5 
内国債償還 1,700.0 1,730.0 1,936.0 
外債償還 972.9 964.4 1,205.9 
州への貸付 7,034.6 8,233.8 6,659.3 
その他貸付 3,499.4 3,934.6 3,450.0 
特別開発基金へ振替 800.0 800.0 3,250.0 
総合過（十〉不足（一〉 十29.4 -1,650.0 ーし17Q.o （十 921.2) 











































































8 日 V 力ル力‘Yタ，食料配給削減一一西ベンガ、／レ州政府はカノレカッタその他の法定
食料配給地域における米の配給量を， 1月10日より成人1週 1kgから 900gに削
減する旨決定した。小麦商己給量は供給事情好転に応じ増量する予定。
9 日 V ケララ911，食料配給削減一一ケララ州 A.P. Jain知事は米の配給量を成人1















































































































































































































































































































17 B V力シミールより撤兵一一チャパン国防相は下院で2月9, 10両日のラワルピ




























































27日 Vシーク独立問題一ーガンジ一首相はシーク族指導者 SantFateh Singhに書
簡を送り，シーク独立問題について 3月末ないし 4月初めまでに政府の方針を確

















National Frontの武装集団が 1日早朝より反乱，中心都市 Aijal を包囲したと
報ぜられる。州政府はミゾ地域を騒乱地域に指定，秋序回復のため軍隊の使用を
決定した。
3 日 , IM F割当額増額一一政府はインドの IMF割当額増額1億5000万ドノレに関
し， 2月28日必要な払込みを行なったと発表した。この増額でインドの割当額は
7億5000万ドルとなる。




























7 日 V金の増産へ一一金増産のため Kolar金鉱開発諸計画が重点事業として，具
体化を急、がれている。近年の金生産は1961/62年13万6500オンス， 1965/66年11万
5800オンス，生産コストは 1オンス当り 340～365ノレピ一見当。




























































































































22日 , ECAFE総会一一一第22凹 ECAFE総会ニューデリーで開催。 ガンジ一首相は
開会演説で，先進工業諸国に対し開発途上国よりの商品に門戸を開放することを
要望した。なお U Nyun事務総長は年次報告における各国の 1人当り所得比較
に関する部分（インドが一人当所得で日本に追付くのに 125年かかるなどを指摘
した個所）を，誤解を招き易いとして削除した。
23日 , IMFより資金引出し一一IMFはインド政府による 1億 8750万ドル相当の各
種通貨の引出しを承認した。インドの IMF割当額は7億5000万ドル，引出し残
高は2億8750万ドノレ。
V西ドイツより借款一一 Industrial Credit and Investment Corporation of 

















-207- ( 29) 







v旧 Bastar藩王殺害一一一マドヤ州 Mishra首相は議会で， Pra vinchandra 




Master Tara Singhほか47名の Akali指導者を釈放した。
27日 V経済検討委員会任命一一カマラジ会議派総裁は，ジャイプー／レ年次総会の決
議に基づき経済の不均衡および経済発展の障害を検討する委員会の委員として，
Jagjivan Ram, V. K. Krishna Menon, C. Subramaniam, S. N. Mishra, V. V. 





























































’米国の平和部隊一一米国平和部隊 JachH. Vaughn 長官はニューデリーの
記者会見で，平和部隊（現在在r:[J694名）は10月までに1150名に増員される予定
で，今後活動の重点を農業に向けたいと語った。


































Year 総　　　額（億ルピー）　　　　　I一日I At Current At 1948～49 At Current At 1948～49 I Prices I Prices Prices I Prices 
1950～51 953 885 266.5 247.5 
1955～56 998 1,048 255.0 267.8 
1960～61 1,414 1,273 325.7 293.2 
1961～62 1,480 1,306 333.6 294.3 
1962～63 1,540 1,331 339.4 293.4 
1963～64 1,720 1,391 370.7 299.8 
1964～65 N. A. 1,493 N.A. 314.4 
資料 EconomicSurvey, 1965～66. 
-211- 一（ 33 ）ー
イン ド （ 1～3月）
！叫 1笥11955　　　 1961　　　 11笥5
A.食 料 計 万トン 5,083 6,685 8,202 8,271 
(a）穀物計 I 4,241 5,580 6,931 7,095 
米 I 2,058 2,756 3,457 3,566 
麦 I 646 876 1,100 1,207 
Jowar I 549 673 981 803 
Bajra I 260 343 328 364 
その他 I 729 932 1,065 1,155 
(b) 旦 I 841 1,105 1,270 l, 176 
B.Non-
Foodgrains 
油 種 子ー 万トン 516 573 698 728 
さとうきび I 571 608 1,114 1,056 
綿 花 万俵 288 395 529 458 
ジュート I 331 423 413 636 
資料 EconomicSurvey, 1965～66. 
一（ 34）一 -212-
6,701 7,019 7,602 
3,191 3,689 3,873 
1,083 986 1,208 
962 913 981 
389 373 446 















































































































































































































































































































謹j慨・電力 46グ4700 I 
工業・鉱業 52グ4770 I 
運輸・通信 42グ8430 I 
社会 30 I 0880 I 
その他 3グ0210 I 
0第 3次計画下での輸入代替
（総供給量中輸入品のしめる%， 1960/61および1964/65)
軟鋼 34→ 19 
アルミ 56→ 29 
灯油 49→ 35 
薬品 13→ 5.8 
ソーダ灰 40→ 11 
フ。ラスチック 55→ 25 




油種子 989 I C 100 グ
ジュート 692万俵 C 500万俵〉
窒素肥料消費 100万トン（ 60万トン〉
燐酸肥料グ 37 グ 20 グ
カリ肥料 λ 20 グ 15 グ



























(1,050 I ) 




土壌保全 " 380 " 
































































































































































































の18万ポンドはシンドリの Pyrites& Chemical Development Co.の建設金融
に充てられる。英国の第3次計画関係援助約半額はこれで全額実施されることと
なった。


















23日 , d1l境画定委員会一一政府は PunjabiSuba, Harianaおよびヒマチヤノレ州に編
入される山岳地帯の境界の画定に関し勧告すべき 3人委員会の委員を発表した。














一（ 46 ）一 -246-
イ ン ド （4月〉











v砂糖輸出39.7万トン 食料農業省では IndianSugar Mills Ass.に対し本
年39万7000トンの砂糖輸出契約を締結する権限を与えた。これによる外貨収入は





















































一（ 48 ）ー -248-
イ ン ド （ 4月）
けるため，これにつき明言していない。








































--219 - FD 






























一（ 52）一 -220 


















これにより 1米ドルは 4.76；レピーから7.50ノレピーへ， 1ポンドは13.33ルビ
ーから21ルビーへ改訂され，実際の外貨取引の観点からすれば，切下げ率は
























（単位100万ルヒ。ー） 1953 1956 1964 1965( l～6月）
戸〉ι， 取 7,304 9,007 11,991 5,739 
民間輸出 5,335 6,330 8,159 4,086 
贈与・政府受取 246 237 874 306 
支 払 6,830 12,135 16,323 8,324 
民間輸入 4,581 8,190 6,220 3,211 
政府輸入 1,337 2,831 7,659 3,813 
投資支出 240 239 1,114 639 
一一一一一一一一































-223- 一（ 55 ）一
イン ド （5月〉
日誌（5月〉





























一（ 56 )- 224-



































































一（ 58 ) -226-
































Vマドラス肥料プラント契約調印一一政府と米国 AmericanInternational Oil 
円









































































































































ワ山 一（ 63 ）一

































一（ 64 ）一 232-

































fンドシナ 3国の中立化， ジュネーブ会議関係諸国による 3国の復興開発の援助等を




































































































































-319- 一（ 71 ）一






































































































































-323- 一（ 75 ）ー
イ ン ド （6月〉





f Durgapur製鉄工場拡張ー一－HiudnstanSteel Ltdは英国の BritishSteel 















f Tara Singh の追放一一－AkaliDal実行委員会は，シーク族の民族自決を要求


























1966～67 1967～68 196付～1969 1969～70 1970～71 
Tisco 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 
lisco 1.0 1.0 1.1 1.2 1.3 
Bhilai 1.8 2.5 2.5 2.5 3.0
Rot1rkeal I.I l.2 1.8 1.8 2.0 
Durgapur 1.1 J.:3 1.6 1.6 2.6 
計（1）鋳塊 7.0 8.0 9.0 9.1 10.8 













































一（ 78 ）ー -326-

































-327ー 一（ 79 ）ー
インド（ 6月）
18日 Aid-Indiaより Non-Project援助 9億ドルー－Aid-Indiaクラブの今年度の non-









19日 V トリプラに大洪水 トリプラ地方は50年来の大洪水に見舞われ，各地で道
路が寸断され，交通はまひ状態となり，インパールは孤立状態になっているo
Cacharでは1600平方マイルが水没， 100万人が被災，死者14名を出した。

























































































































































T U. P. 91t道路運送ストに入る一一貨物税の廃止，州内の道路税の撤廃，交通警
察の不正行為に対する厳重な処罰i等を要求し U.P.州、｜トラック運転手組合は無期

































出来れば One-man委員会の任命fぶしと問題を解決したν、と詰 ，： Iこ。
-333- 一（ 85）ー
イン ド （7月〉
































一（ 86 ）ー -334-



































































一（ 88 ）ー -336--
インド（ 7月〉
8 B Aid・Indiaクラブ8億4000万ドル援助一一－－Aid-India諸国の非公式の会合で，イ

















9 日 V世銀 IISCOに3000万ドル借款一一世銀は IndianIron and Steel Company 
に3000万ドルの借款を与えることを発表した。これは1966～70年の同社の設備新
設に必要な外貨の大半を補い，期限18年，利率6%である。











--3;37』 一（ 89 ）一
イ ン ド （7月〕































T U. P. 州でゼネスト━━━━州政府の物価抑制策の失敗に抗議して行われた左
一（ 90 ）ー -338-













































f U. P. 91政府従業員ストに入る－－－－U.P.州政府従業員2万人は前日の警官
隊の暴行に抗議しス卜に突入 L，政府の事務は完全に麻掠した。





















一（ 92 )- -340-











21日 , U. P. 』1反対党議会出席拒否一一U.P.州議会反対党議員全員は，全州に広
がった政府従業員ストに関し円卓会議を開けという要求に対し州首相が非協力的
であるとし，議会出席を拒否した。
' 4月の工業生産一一一中央統計局の発表によると， ,t )jの季節調整済み工業生
産指数（１９５６年＝１００）は３％上昇して１９３．２となり，今迄のピークの１９６６年２月

















341- ( 93 ）ー
インド（7月）
ーに引下げるなど 7項目の節減令を出した。

















Y U. P. g1j！政府従業員スト中止一一一U.P.州政府従業員は午後5時， 11日間に
渡るストを中止した。 Kripalani州首相は州議会で，秩序を回復するため，従業
員に対する訴訟を全部取下げ， 7月14, 15, 23日の警官が殴打するに到った事情
を司法調査させ，ストライキ期間は休暇扱いとし，物価手当について出来るだけ
早く結論を出すことに政府は同意したと語った。







った。これは M•G レディー議員らが「政府は賃金凍結は考えていなし、かJ と質
問したのに答えたものである。また蔵相は中央政府公務員物価手当委員会が何ら
-( 94）ー -342-






















































採 助額 発注額 支払実額
米 国 1,284 1,187 1,042 
（除PL480) 
丙 j虫 '147.37 398.90 344.81 
英 同 ;364 .63 352 292.27 
ソ 連 484.31 ;-n3.68 282 
世 到t 463 396 380 
I D A 278.5 247 201 
一 一 一 一 一 一一一一一一一一





























231 一（ 97 ）一
































一（ 98 ）一 -232-



















1949～50=100 158.0 158.3 207.8 31.5 31.3 
100万トン 89.0 90.0 120.0 34.8 33.3 
1,000トン 555 600 2,000 260.4 233.3 
1,000トン 149 150 1,000 571.1 566.7 
1956=100 174.7 181.6 306.0 75.2 68.5 
100万 トン 6.1 6.2 11.7 91.8 88.7 
100 トン 8.4 9 .9 20 138.1 102.0 
17.3 23.7 
グ 3,147 3,146 4,572 45.3 45.3 
グ 7,823 7,580 10,058 28.6 32.7 
100万トン 15.1 23.0 54 257.6 134.8 
グ 64.4 70 .0 106 64.6 51.4 
100万K W 8.6 10.2 20 132.6 96.1 
100万トン 194 205 308 58.8 50.2 
100km 275 284 :-34 21.5 17.6 
Iグ，Oロ00ス台・ 3m :120 525 73.3 64.1 「O万 トン山山 30 114.3 94.8 
100万人 63 . 0 67 . 7 97 . 5 54.8 44.0 




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































アメリカ（輸出入銀行融資， PL480を除く） 144.3 
一（ 104）一 -238-
イ ン ド（8月）
ソビエト 22.9 工L 一 コゃ 1.0 
イギリス 26.3 オーストリア 0.44 
カナダ 1.2 クウェート 1.9 
西ドイツ 21.8 オランダ 1.0 
日 本 9.3 デンマーク 0.083 
スイス 0.8 世 生艮 17.8 






























T U. P. 州政府公務員のＤＡ引上げ――――Ｓ・クリパラニＵ.Ｐ.州首相は下院で州政
府公務員の DAC物価手当〉を 8月1日から月収 900ルピーのものにまで支給す
るように引上げると発表した。引上げ額は月収299；レピーまでのもの 5Jレピー，
300～900；レピーのもの 8Jレピーである。この引上げによって月収99ルピーまでの































































































イ ン ド （8月）
捕はさらに続いている。











































































































































































































































































































































































告を受けた。 G・ ナンダ内相は土地改革実施委員会の議長として NDCで報告を
行ない，土地改革政策はさしあたっては急激な変草を要求しておらず，採用され
た政策を精力的に遂行すべきであると述べた。









































































þÿ  255 -・ 一（ 121）一



































































































T U. P. g1lI，重要機関のストを禁止一一一U.P.州知事は28日，公共の利益のため
一般あるいは特別命令により重要機関（essentialservice）のストを禁止する権限

















































































































































一（ 130 )- -290-


































































































































































































































































































































































































































































l DIRで左派共産党の 2議員を逮捕一一U ・C・ シュクラ内務次官は 5日下院
に対し，左派共産党のD ・デプ， B・ダッタ議員が DIRおよび Cr.P. C., IPC 
の条項に違反したかどで、逮捕されたと報告した。シュクラ内務次官は，なぜ先週
議会に対し， 2議員が DIRだけで逮捕されたとの報告が行なわれたかについて



















































































































つの被害に関する 2日間の討議を始め， B・ パテノレ歳入大臣が議会に被害a情況の
報告を行なった。報告によれば， ビ、ハールではことし 5千ヵ村， 4千平方マイ
ノレ， 450万人の人が，かつてない洪水の被害を受けたO 洪水で 28人の人命がうば






































































































































































サイ氏と S • K・パテイル氏で，この問題に対する党の立場を明確にすることを
























































































T IDBI年次報告一一一産業開発銀行（IndustrialDevelopment Bank of India）の









































































































































































































































TM. P. 州で学生が騒ぎ，多数の負傷を出す ラトラムで20日学生デモが暴



























































































































































































































































































































































































































































































































（注 1) Philip G. Altbach, The Transformation of the Indian Student Move-
ment, Asian Survey, August 1966, p. 449. 
（注 2) 前掲書 p.4590 
日誌（10月〉

























































































































イ ン ド （10月〉
ではないと裁定した。同時に法廷は物価手当と生計費指数を1962年から遡及的に
実施すべきであるという労組の要求を否認した。
4 日 V会議派， M.P. 州の公認候補者を決定―――――
選挙委員会は州議会と下院の公認候補者を決定した。下院の37議席のうち 9名は















































































































































T ACCコスト増で拡張計画を縮少一一セメント生産の 3分の lを占める Assa-

























































庫増に悩み， 1966/67年に 3億7千万ノレピーの輸出を計画したが，現状では 1億
ルピーしか達成の見込みが立たず，問題となっている。









T U. P. 91のスワタントラ， ジャン・サン選挙協定一一スワタントラ党とジャ


















































































































削年 1 附年 1 附 年 1 19畔 1 附年
(1）ボンベイ I 102.3 I 106.0 I 111.9 I 122.4 I 130.3 
(2) ニュー・デリー｜ 103.8 I 109.4 I 113.8 I 123.2 I 129.4 
(3）カルカッタ｜ 101.4 I 105.8 I 111.2 I 116.2 I 123.4 
(4）マドラス I 104.6 I 109.8 I 114.5 I 123.o I 130.6 







一（ 190 )- -274-

































-275- 一（ 191 )-


































































































































100以ード 38 41 47 
110～ 150 58 61 70 
150～ 210 76 78 90 
210～ 400 93 96 110 











































































































































































































































































































































































































































































































































部の政党の問では依然連合結成の努力が行なわれている。 S.S.P., P. S. P., 
スワンタントラ，ジャン・サンなどは無原則に州単位で選挙協定を結んでい
-227ー 一（ 211 )-
















































































































































は，メノン支持派9名（ 7人の委員と 2人の招待者入反対派7名（ 6人の委員と 1人
の招待者〉であった。支持派にはガンジー首相，カマラジ総裁，チャヴァン内相，ナ
イク・マハラシュトラ州首相， F・A・アーマッド， G・M ・サディク， D・P・ミ
シュラ氏などがおり，一方，反対派にはパテイル鉄道相， M ・デサイ元蔵相， R•S








































1 日 V野党，内閣不信任案を提出一ーウインター・セッションは11月 ll=から始ま
った。閉会冒頭に，ジャン・サン党からガンジー内閣に対する不信任案が捉・出さ
-233- 一（ 217）ー
























































































5 日 T BPCC, K・メノン氏の公認を認めず一一ーボンベイ地区会議派委員会（BPCC)
の選挙委員会は 5日， K・ メノン前国防相の下院立候補のための公認申請（東北
ボンベイ区〉を拒否する最終決定を行なった。 BPCCは彼の代りに計画委員会の
委員， G・ パノレヴェ氏を立てることを決定した。




































































































































13日 V内閣改造終わる一一一ナンダ内相の辞任に伴う内閣改造は， 1:1日終わり， Y ・
































































































v さらに SSP の議員を逮捕一一18 日の学生行進に関係して， M•R ・パグリ議
員（SSP）が17日夕，ニュー・デリーで逮捕された。パグリ議員の逮捕は安寧をみ

















































































の代表は20日， 2日間のエルナクラム会議を終わり， 州議会 133選挙区の配分協
定に調印した。 7党の立候補者の名前も同時に発表された。 133選挙区の配分の
内訳は次の通りであるO 共産党左派61，共産党右派24, SSP 23，回教連盟15，革
命社会党 6, KTP 3, ケララ社会党 1であるO 下院の選挙区配分は共産党左派
9，共産党右派 3,SSP 2，回教連盟2，革命社会党 1である。残りの 2選挙区
の配分は持越された。ケララナ1,で！司教連lVrlと社会党の旗が共産党の旗と並んで選

































































25日 ' 修正選挙法，反社会的分子の立候補を締出す一一選挙法（Representationof 




































































































































































































































































一（ 240 )- -216-
イ ン ド （12月〉
日誌（12月〉
1 日 V選挙委員会，全国政党として 7党を指定一一第4次総選挙の投票日は最終的
には， 2月15Hから21日までになる予定である。選挙委員会は全国政党として，
インドI司民会議派， スワタントラ党， インド共産党， インド共産党（マルごヤス
ト）ノミーラティヤ・ジャン・サン， ドS1-' Cプラジャー・ソーシャリスト・パー














V輸入米事件で、パテイル鉄道相ら反論一一一Ss Pのロヒア議員は 1日， 1961,
62年にアミチャンド・グループのアピージャエ・ライン所有の船でピルマからコ
チンに米を輸送した際，不正を行なって政府から何10万ノレピーも詐取した事件が
あったが， これに S・シン氏， C・スブラマニアム氏， K・パテイノレ氏が関係し
ていたとの暴露発言を行なった。これに対L, 2 LI下院で、パテイル鉄道キElとシン
国防相はロヒア氏の発言は全く根拠のないものであり，誤っていると反論した。
























































































































































































































































































































T IDA, 6500万ドルのノン・プロジェクト借款一一IDAは1, 2週間内に6500
万ドル（4.875億ルピー）のノン・プロジェクト・ローンの供与を発表するもの




























RSPのU.P.州支部は ULFから脱退することを決めており， RSI》の R.D.マ
ナブ氏は ULFは形骸だけしか残っていないと述べた。

































22日 V配給量を 12.5%削減ー一一中央政府は22日食糧の配給量を全国に 12.5%削減







































































































































































































3. 12 Iスハルト陸相は PK I，翼下団体を解散した。
3. 1s Iスカルノ系， 15閣僚が拘禁された。
経 済
3. 21 I新内閣成立（ブオノ，スハルト，マリクら副首相，ナ I4. 4 Iブオノ副首相対外経済政策（12日には園内経済政策〉
スチオン複帰〉 ｜ ！の基本方針を発表した。
5. 5 I国軍は共同声明を発し政治参加を明らかにした。












対 外 関 係
2. 11 I国会は反イ活動のカドで北京放送，新華社通信を非難
した。



















宇牟 凶 321頁 256頁 268頁
中 国 1Wl切 519 
イ ン 244 241 257 
インドシナ 324 263 267 
フ ィ リ ピ ン 167 ff3 274 
タ イ 247 210 :332 
シンガポール 374
2,12 196 
インドネシア 303 296 251 
ヒ ノレ -7 269 325 387 
パキスタン 406 品切 ;354 
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